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【サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）】
当社グループは、持続可能な開発目標（SDGs）から2030年までに取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を設定しました。
約50項目のリスクを洗い出し、その中から当社グループにとってより重要な項目を選定しております。
設定したマテリアリティの解決を通し、持続可能な社会の構築に貢献していきます。
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重要課題 リスク 機会 主なリスクへの対応 具体的な取り組み 貢献する主なSDGｓ

E
環境への取り組み

自然環境への取り組み

・温室効果ガス排出に対す
る事業規制等による事業
活動への影響

・炭素税やCO2排出量削減等
によるコストの増加

・気候変動の緩和に寄与
する、再生可能エネル
ギー等の事業機会の創
造

・環境保全により次世代
が住みやすい地域環境
をつくり、地域活性化、
雇用創造に繋がる

・2050年までにCO2排出量実質0を
目指し、2030年までにCO2排出
量50％削減を目標とする

・資源の有効活用、省資源、省エ
ネルギー化

・事業活動におけるCO2排出量の
低減措置の推進

電気自動車（EV）への社用車切り替え

拠点施設へ太陽光発電パネル設置

カーボンニュートラルガスの導入

EV電欠サービス等への事業投資

S
社会への取り組み

災害への備え

・異常気象の発生による事
業被害

・地震、災害、施設老朽化
による設備崩壊で事業継
続が不可能となる

・パンデミックにより事業
継続が不可能となる

・異常気象に適応できる
供給体制強化等による
顧客維持、新規獲得

・災害に備えた施設設備
強化や不測の事態に備
えた制度により、従業
員が安心して働くこと
ができる

・大規模災害の発生を想定し、事
業継続計画（BCP）を策定

・施設設備の防災対策の強化
・感染症対策等の強化

事業継続計画（BCP）の策定

各拠点の災害に備えた備蓄品確保

災害対策備品（トランシーバー等）の確保

健康経営

・アブセンティーズム（病
欠や病気による休業）の
発生による人材不足

・プレゼンティーズム（何
らかの疾患や症状を抱え
ながら出勤し、体調不良
があるまま働いている状
態）による業務効率の低
下

・優秀な人材の新規採用、
定着

・業務パフォーマンス向
上による事業成長

・健康経営宣言のもと、未病対策
として健康診断の受診促進や、
全拠点参加型のイベントを実施

・健康をテーマとしたセミナーや
ストレスチェックの実施

・グループ全体の健康意識維持の
ため、健康経営優良法人への申
請

健康経営優良法人2025 
大規模法人部門認定

健康保険組合アプリを利用したイベント
や座ったまま出来る「椅子ヨガ」の実施

社内カフェテリアにて
スマートミールの導入

地域の未来と活性化、
雇用の創造

・人材の採用と確保が困難
となり、事業機会の逸失
が起こる

・地域社会の衰退化により、
若い人材がいなくなる

・雇用の創造により若年
層が定着し、地域活性
化に繋がる

・地域活性化による新た
な事業機会の発生

・多様な働き方を提案す
ることによる人材の定
着

・子供たちや学生を対象
に様々な分野でスキル
提供をすることにより、
長期的な地域全体の人
材育成へと繋がる

・新規拠点の設立による雇用創造
・女性を応援する活動のシンボル

として、若い世代が安心して地
元に戻ってこられる環境を創る
べく、女子スポーツチーム「ア
ランマーレ」を創設

・子供たちや学生へ向けたスキル
提供の場を設置

・働きがいのある職場環境の整備
による、労働生産性の向上、優
秀な人材の確保

新規拠点の設立による雇用創造

カフェテリア、社内スタジオなどの
社内環境整備

役職定年制度の廃止

企業内保育園（オランジェリー）運営

女子スポーツチーム
「プレステージ・インターナショナル ア

ランマーレ」運営

アランマーレジュニア組織運営

未来の技術・新しい価
値観

・サービスの品質低下
・事業成長の停滞

・新たなサービス領域の
創造

・事業の成長、継続に繋
がる

・事故受付及びロードサービスの
一体的運用及びその周辺分野へ
のDXを活用した独自サービスの
開発

・DXによるデータ管理改善の取り
組み

・システムに蓄積されたデータを
クライアントの商品開発、エン
ゲージメントに活用

Premier Assist Direct

（特許第5828882号）

Premier Call

（特許第5698858号）

training AI CAST

（商標第6409870号）

救急自動通報システム
「D-Call Net®」サービス参画

女性活躍推進

・事業活動での人権問題発
生に伴う事業遅延や継続
リスク

・セクハラ、パワハラなど
のハラスメント横行によ
る労働環境の劣化

・ライフスタイルの変化に
よる離職、人材不足の発
生

・多様な働き方、働きや
すい環境を提案するこ
とによる人材の定着

・ライフスタイルの変化
を加味した人材育成に
より従業員の成長を促
す

・女性が夢をもって活躍できる雇
用環境を創造し、環境を整えて
いくための「Woman Excite 
Project」を発足

・人権の尊重、ダイバーシティ推
進体制の強化

・女性特有のライフスタイルの変
化に着目したワークライフバラ
ンスの実現、能力開発における
サポート体制の充実化

時間単位有給休暇制度

ジョブリターン制度
（退職後の復職制度）

新生活サポート制度
（出産・介護等をサポート）

企業内保育園（オランジェリー）運営

Director制度
（管理職登用制度）

フェムテックへの取り組み

G
コーポレート・ガバナンス

体制の強化

・コーポレート・ガバナン
ス、内部統制の機能不全
に伴う事業継続リスク、
予期せぬ損失の発生

・経営陣/幹部の減少による
経営活動の停滞

・ビジネスモデルの陳腐化
によるニーズの低下

・強固なガバナンス体制
の確立による意思決定
の透明性の向上、変化
への適切な対応による
安定的な経営基盤の確
立

・安定した経営体制によ
るステークホルダーの
信頼獲得

・事業の成長、継続

・内部統制リスク管理の強化
・コーポレート・ガバナンス体制

の強化
・経営陣/幹部の人員、スキル確保
・定期的なビジネスモデルの見直

し

コンプライアンス教育の継続的な実施

指名報酬委員会の活動

リスク・コンプライアンス委員会の活動

定期的なビジネスモデルの見直し

情報・システム

・情報漏洩による企業評価
の低下、受託業務減少

・システム障害により事業
活動の継続が困難となる

・ステークホルダーから
の信頼獲得

・従業員へのセキュリティ教育徹
底

・システム障害の規模に合わせた
事業継続計画（BCP）の策定

情報セキュリティ研修の実施

事業継続計画（BCP）の策定

サイバーセキュリティ対策組織
（CCoE）の設置

企業内保育園オランジェリー：秋田、山形、富山、横手、岩手
女子スポーツチーム「アランマーレ」：秋田女子バスケットボール、山形女子バレーボール、富山女子ハンドボール
アランマーレジュニア組織（山形、富山）：小・中学生を対象としたスポーツチーム
時間単位有給休暇制度：1日の有給休暇を消費することなく、学校行事参加のため等、個別の事情に柔軟に対応するもの
ジョブリターン制度：やむを得ない理由等で退職を余儀なくされた従業員を本人の希望により再雇用し、在職時に当社で培った能力・経験を再度活かしていた
だくための制度
新生活サポート：プレママ・プレパパサポート休暇、介護サポート休暇、シングルマザー/ファーザーサポート手当
Director制度：管理者になる前に仕事の役割や責任を学び、チャレンジしやすい環境をつくる制度



【スキルマトリックス】
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年度
総従業員数

（A）
Aにおける

女性従業員比率
Aにおける

外国人従業員比率
新規採用者数

（B）
Bにおける

中途採用者比率
Aにおける管理職比率
（マネージャー以上）

管理職における
女性比率

2025年3月期 5,959名 65.2％ 3.0％ 1,231名 88.5％ 9.2％ 40.5％

※2025年3月31日時点の当社及び連結子会社の在籍者数をもって算出しております。
※外国人従業員の定義は、 日本法人においては日本国籍以外の国籍を持つ従業員を指し、海外法人においては所在国の国籍以外の国籍を持つ

従業員を指しております。

【当社グループの従業員比率（2025年３月31日時点）】

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

企業経営
組織マネジ

メント
グローバル
ビジネス

新規事業戦
略/営業

財務・会計
テクノロ

ジー
人材開発

法務・
リスクマネ
ジメント

サステナビ
リティ

内部統制
/ガバナン

ス

代表取締役
玉上 進一

○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役
関 敏昭

○ ○ ○ 〇

取締役
中村 干城

○ ○ ○ ○

取締役
佐藤 春奈

○ ○

取締役（社外）
髙木 いづみ

○ ○

取締役（社外）
小枝 雅与

○ ○ ○ ○

取締役（社外）
毛利 寛

○ ○

常勤監査役
吉田 範夫

○ ○ ○ ○

常勤監査役
杉山 將

○ ○

監査役（社外）
原 勝彦

○ ○ ○ ○

監査役（社外）
小野 傑

○ ○ ○ ○ ○

【必要知識・経験項目】
1.当社グループの幅広い事業領域を見通すにあたり必要となる企業経営の経験
2.当社グループＢＰＯ事業を運営するにあたり必要となる組織マネジメントの経験
3.現在18ヵ国31拠点のグローバルネットワークを展開している当社グループにおいて必要となる海外事業展開に対応できるグローバルビジネスの経験
4.幅広い分野において事業を展開し、成長することを目指す当社グループにおいて必要となる新規事業戦略/営業の経験
5.事業運営及び執行状況を適切に把握するための財務・会計の知識
6.ＢＰＯ事業において、エンドユーザーへ有効かつ効率的にサービスを展開するためのIT,デジタル活用に関する知識
7.当社グループの将来的、持続的な成長を実現するための人材開発に関する知識と経験
8.当社グループの事業成長において、リスクを最小化するための法務・リスクマネジメントに関する知識
9.当社グループの基本戦略である「地域社会への貢献」を実現させるためのサステナビリティに関する知識・経験
10.当社グループにおける業務執行状況を適切に監督・監査し適切な事業運営をするための内部統制/ガバナンスの知識

（注）「6．テクノロジー」に該当役員がおりませんが、当社グループにおけるIT、デジタル活用については、重要な課題として認識しております。
そのため、2023年７月にIT統括本部長（現：DX 推進本部副本部長）を執行役員として登用し、更に2025年10月に新設したDX推進本部内に

IT統括機能を統合するなど、テクノロジーに関する体制強化と品質向上を図っております。
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